
◎公害健康被害の補償等に関する法律の一部を改正する法律 
（平成三〇年三月三一日法律第一一号）   

一、 提案理由（平成三〇年三月一六日・衆議院環境委員会） 

○中川国務大臣 ただいま議題となりました公害健康被害の補償等に関する法律の一部

を改正する法律案につきまして、その提案の理由及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 公害健康被害の補償等に関する法律は、公害の影響による健康被害者の迅速かつ公正

な保護を図るため、補償給付の支給等を行うものであります。 

 今回の改正は、このうち、既に認定されたぜんそく等の大気汚染系疾病の患者に係る

補償給付等の財源を確保するために、所要の改正を行うものであります。 

 次に、本法律案の内容の概要を御説明申し上げます。 

 本法律案は、大気の汚染の影響による健康被害に対する補償給付の支給等に要する費

用のうち、自動車に係る負担分について、平成三十年度以降も当分の間、自動車重量税

の収入見込み額の一部に相当する金額を独立行政法人環境再生保全機構に交付するため

の措置を講ずるものであります。 

 以上が、本法律案の提案の理由及びその内容の概要です。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同くださいますようお願い申し上げます。 

二、 衆議院環境委員長報告（平成三〇年三月二二日） 

○松島みどり君 ただいま議題となりました公害健康被害の補償等に関する法律の一部

を改正する法律案につきまして、環境委員会における審査の経過及び結果を御報告申し

上げます。 

 本案は、大気の汚染の影響による健康被害に関する補償給付の支給等に要する費用の

一部に充てるため、政府は、当分の間、引き続き、自動車重量税の収入見込み額の一部

に相当する金額を独立行政法人環境再生保全機構に交付する措置を講ずるものでありま

す。 

 本案は、去る三月五日本委員会に付託され、十六日中川環境大臣から提案理由の説明

を聴取し、二十日に質疑を行い、採決の結果、全会一致をもって原案のとおり可決すべ

きものと決した次第であります。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されましたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（平成三〇年三月二〇日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずべきである。 

一 ぜん息等の疾病にかかり苦しんでいる多くの人々がいる現状にかんがみ、当該疾病

の種々の原因の解明と効果的な予防・回復方法の早期確立・普及に政府が一丸となっ

て取り組むこと。 

二 各種次世代自動車の開発・普及の促進、エコドライブの推進、公共交通機関の利便

性の一層の向上、交通流対策の促進等、自動車排出ガス総量削減に資する対策につい



て、政府が一体となって取り組むこと。 

三 被認定者の高齢化・重症化に配慮した適切な施策を着実に実施するとともに、治癒

等により被認定者ではなくなった者についても、公害健康被害予防事業等によるフォ

ローアップに十分努めること。 

四 大気汚染の影響による健康被害を未然に防止するため、ぜん息患者の要望等を十分

に踏まえながら、公害健康被害予防事業の充実に努めること。 

五 環境保健サーベイランス調査の調査対象を広げる等各種調査を精力的に行い、そこ

で得られた科学的知見に基づき、必要な被害者救済のための方途を早急に検討するこ

と。 

三、参議院環境委員長報告（平成三〇年三月三〇日） 

○柘植芳文君 ただいま議題となりました法律案につきまして、環境委員会における審

査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、大気の汚染の影響による健康被害に対する補償給付の支給等に要する費

用のうち、現行の自動車重量税収からの引き当て措置について、平成三十年度から期限

を定めずに当分の間とするものであります。 

 委員会におきましては、愛知県及び三重県への委員派遣を行うとともに、現行の引き

当て措置の期間を当分の間とする趣旨、次世代自動車の割合が増える下で自動車重量税

収の引き当て措置を継続する妥当性、ＰＭ二・五を始めとする大気汚染対策の一層の推

進の必要性等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願いま

す。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（平成三〇年三月二九日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずべきである。 

一、被認定者の年齢構成は、三十代、四十代の者が全体の半数近くを占めることから、

制度の維持及び財源の安定的な確保に努めること。また、制度の適切な在り方につい

て、被認定者等の要望等を踏まえ、適宜見直しを行うこと。 

二、自動車ＮＯｘ・ＰＭ法による取組を始め、各種次世代自動車の開発・普及の促進、

エコドライブの推進、公共交通機関の利便性の一層の向上、交通流対策の促進等、自

動車排出ガス総量削減に資する対策について、政府が一体となって取り組むこと。 

三、ＰＭ二・五及び光化学オキシダント等による大気汚染については、国内における排

出源対策を着実に推進するとともに、必要に応じて追加的な排出抑制策を検討するこ

と。また、科学的知見の充実に一層努めるとともに、アジア各国との越境汚染対策に

関する協力を推進すること。 



  右決議する。 


